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論文内容の要旨

人間活動領域の拡大に伴い環境問題の構造が複雑化するにつれて、これまでのような対処療法的な対策では問題の

根本的な解決が望めないことが認識され始め、流域を単位とした環境マネジメントアプローチが注目されつつある。

そうしたなか本研究では環境負荷の排出と産業連関に着目し、社会経済的側面から流域管理の在り方を検討した。

第 1 章では人間活動に伴い排出される環境負荷により環境問題が複雑化、深刻化してきている現状から統合的な環

境対策が求められていることに着目し、流域管理アプローチの有効性を示した。特に本研究では社会経済的な側面か

ら流域の分析を行い、人間活動も含めて流域管理の在り方を検討・提案することを研究の目的とするとともに、論文

の構成について取りまとめを行った。

第 2 章で、は流域についての一般的な概念整理を行うとともに、流域管理の枠組みの構築と現状の流域管理について

調査し、本研究が社会経済分野に位置付けられることを示した。次いで、工業化の前後での流域の構造を概念的に捉

え、人間活動の変化に伴う流域構造の変化を整理し、将来的に環境に配慮した流域管理が必要となることを示した。

その後、環境配慮型の流域管理を、 (1)低環境負荷型、 (2)循環型、 (3)環境効率改善型、 (4) 自然共生型について類型し、

本研究では(1)"-'(3)の領域を取り扱うことを示した。

第 3 章では人間活動に伴う流域への環境負荷排出にかかる要素を DPSR のフレームを用いて整理し、問題の構造化

を行った。同時に流域における環境負荷の増加要因を検討し、 (1)人口の増加、 (2)環境負荷の排出強度の変化、 (3)処理

インフラ整備、 (4)産業構造の変化、 (5)上流開発に伴う下流への汚濁負荷の流入、 (6)上下流聞の依存による環境負荷の

誘発と 6 つの要因を抽出した。これらの要因のうち(5)以外の要因を対象として、研究の全体構造を示すとともに、研

究の対象とする長江、珠江、武庫川の 3 流域の社会経済的特性及び環境的特性について調査した。その結果、武庫川

流域の産業構造はサービス化が進展し、長江及び珠江流域では下流で工業、サービス業中心、中流では工業中心、上

流では農業、サービス業中心の産業構造を示していることから、武庫川流域は中国の流域の将来的な構造をもっ流域

として位置付けを行った。

第 4 章では、武庫川流域を対象として、有機廃棄物の排出の増加要因について分析を行った。武庫川流域は 70 年

代を境に宅地開発や流域下水道の整備が進み、流域における人間活動の形態が大きく変化している。そこでまず武庫

川流域における有機廃棄物排出量の 70年代と 2000年現在との 2 時点比較を行い、有機廃棄物の増加要因を抽出した。

そして、増加要因として①人口の増加、②家計からの排出強度の変化、③インフラの整備、④産業の生産増加、⑤産
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業からの排出強度の変化という活動要因が抽出でき、各要因ごとに有機廃棄物の増加に対する寄与度を評価した。そ

の結果、武庫川流域では流域下水道が有機廃棄物の増加の大きな要因となっている反面、人口と家計からの排出強度

は有機廃棄物を減少させていることが明らかになった。文、中流、下流で、は流域下水道整備が有機廃棄物の大きな増

加要因となっているが、上流では人口増加が増加の主要な要因となっており、上流と下流で増加要因が異なることが

明らかとなった。

第 5 章では、長江及び珠江流域を対象として、上下流間での経済的な相互依存構造に着目して、大気汚染因子とな

る NOx、 SOx 及び水質汚濁指標となる COD の誘発構造の把握を行った。その結果、長江及び珠江流域においては川

下側においては域外から白地域への環境負荷誘発量に比べ白地域から域外への環境負荷誘発量が多い傾向にあるの

に対し、川上側においては逆に域外から白地域への環境負荷誘発量の方が大きくなる傾向にあり、環境負荷が下流か

ら上流へ波及する構造にあることが明らかとなった。又、長江流域では各地域間での環境負荷誘発における相互依存

が高いが、珠江流域においては上中下流域間ーでの依存は小さく、流域外地域への依存が大きく、両流域で環境負荷の

帰着点に大きな違いが観測できた。

第 6 章では、長江・珠江流域において、環境配慮型の産業構造転換による経済水準の変化と、 NOx 排出量の減少に

ついて評価した。環境配慮、型の産業構造転換とは、現在の経済水準を維持した上で、環境負荷を最小化するという、

環境効率改善型の施策を想定し、線形モデルを用いて算定を行った。その結果、両流域において、上流での産業構造

のサービス化が進み、運輸通信業や工業が下流へと集中するという産業構造の変化が観測できた。

第 7 章では、各章の結果をとりまとめ、本論文で得られた成果を述べるとともに、今後の課題を示した。

論文審査の結果の要旨

文明社会は流域に発展し、現在でも世界の主要都市の多くが流域と沿岸に立地しており、人間活動と流域の構造は

密接な関係にある。また、工業化や都市化によって流域のすみずみにまで人間活動が拡大したことによって、人聞社

会に豊かさをもたらす一方で、流域内外の自然環境に大きなインパクトを与え、その重なりあった影響は地球規模に

及び、近牛、ミレニアム・エコ・アセスメントと絡んで国際的なアカデミアの注目する研究領域となっている。

本論文は、流域における産業の高度化や都市化により、人間活動が流域へ環境負荷を排出し、インパクトを及ぼす

様相を定量的に算定するスキームを開発し、マテリアルフロー・アナリシスおよび、産業連関分析モデ、ルをベースとし

た手法を構築し、環境配慮型の産業構造へと転換する施策を導入することによってもたらされる社会経済的、環境的

な便益を評価したものである。具体的には圏内のモデ、ルとして武庫川流域を対象として、有機物循環のフローを算定

し、①人口の増加、②家計からの排出強度の変化、③インフラの整備、④産業の生産増加、⑤産業からの排出強度の

5 つの活動要因による有機廃棄物の発生量の変化を定量的に分析し、それぞれの要因の寄与を明らかにしている。中

国大陸の長江および珠江流域の 2 つの、流域で、は、上・下流での産業連関にともない環境負荷が誘発して発生する構造

を分析して、その意味を始めて明らかにした意義は大きい。さらに経済水準を維持しつつ、環境負荷の排出を最小と

する施策を導入することで産業構造と環境負荷排出量の南方が変化する姿を評価していて、中国大陸の流域に関する

斬新な知見となっている。得られた結果を要約すると以下のとおりである。

(1) 流域における都市スケールで、の有機物マテリアルフローの算定方法に加え、流域における有機廃棄物の発生と

排出の増加をもたらす要因を分析する理論的な枠組みを構築し、武庫川流域を対象に実証的な分析を行ってい

る。その結果、武庫川流域の中・下流域では下水道整備による下水汚泥の形で、の増加が有機廃棄物の主要な増

加要因となっている一方で、上流域では人口増加が増加の主要な要因となっていることを定量的に明らかにし

ている。このように上流と下流で増加要因が異なる構造を明確にすることで、それそれの特性に応じて固体と

排水をともに利用した再資源化や有機廃棄物と下水汚泥の統合的なマネジメントを推進することの必要性を

示している。

(2) 上下流間での経済的な相互依存構造に着目し、産業連関分析モデルを援用することにより、流域で、の産業活動

に伴う地域間での環境負荷の誘発構造を評価するモテ、ルを構築し、長江および珠江流域という中国の 2 つの主
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要流域を対象に分析したことは独創的である。長江及び珠江流域においては、川下側においては、域外から白

地域への環境負荷誘発量よりも、白地域から域外への環境負荷誘発量が多い傾向にある。川上側においては逆

に域外から白地域への環境負荷誘発量の方が大きくなる傾向にあり、環境負荷が下流から上流へ波及する構造

にあることを明らかにしている。さらに、長江流域では各地域開での環境負荷誘発における相互依存が高いが、

珠江流域においては上中下流域間での依存は小さく、むしろ流域外地域との交易を通した外部への依存が大き

く、両流域で環境負荷の帰着空間に明確な違いがあることを示している。

(3) 流域単位での環境負荷を削減する施策として、現在の経済水準を維持した上で環境負荷を最小化するという、

環境効率改善型の施策を想定したのも妥当である。操作性の良い線形計画モデ、ルを用いて長江と珠江流域での

NOx 排出を対象に分析した結果、両流域において上流で産業構造のサービス化を今より進展させ、運輸通信業

や工業のみの上流への移転を緩和させ、ある程度は下流での集積効果を利用することで、 NOx 排出量を減少さ

せることが可能であることを定量的に示している。

以上のように、本論文は、流域単位で人間活動、特に経済活動に伴い排出される環境負荷を産業連関分析とマテリ

アルフロー・アナリシスをもちいて定量的に算定する手法を構築し、定量的に評価することにより、社会経済的側面

から流域の構造を明確化し、流域管理の方向を示しており、環境システムおよび環境工学の発展に寄与するところ大

である。よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
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